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１．序

１．１ 研究の背景

長崎大学教育学部における耐震改修工事が平成19年度に実施される。平成20年度には、

小学校教育コースに教科授業実践専攻が新設される。

そこで、耐震改修工事を活用し、新専攻の学習活動に柔軟に対応し、かつ教育基本法に

示す社会性を育成するための新しいタイプの教室モデル：「無限定性」教室を創出するこ

とが提案された。

文部科学省は、『小学校施設整備指針』1)の中で、これからの学校は「多様な学習内容・

学習形態による活動を可能とする施設として計画することが重要である。その際、児童の

主体的な活動を支援する工夫や児童の持つ豊かな創造性を発揮できる空間として計画する

ことも重要である」ことを示している。

したがって、「無限定性」教室モデルは、この計画の指針を基礎に構想することにした。

なお、「多様な学習内容・学習形態による活動を可能とし、児童の主体的な活動を支援

することが可能な施設・空間の計画」の視点は、大学レベルにおいては東京大学駒場アク

ティブラーニング KALSをはじめ、青山学院大学「Ｅ－306教室」などで誕生してきてい

る。2)

１．２ 研究の目的

本研究の主な目的は、『小学校施設整備指針』1)の中で示されている「児童が主体的に活

動し、さらに多様な学習形態・学習内容や弾力的な集団による活動に柔軟に対応できる」

教室モデル：「無限定性」教室を教育学部の空間に創出することである。



佐々野 好 継24

なお，その具体的な課題を，以下に示す。

（１）「無限定性」教室において創出される①全体の１室、②個別の１室、③集合の１室

の３パターンと、「多様な学習形態・学習内容」との対応関係を明らかにする。

（２）「無限定性」教室における３パターンと、大学生の主体的な活動との対応関係を明

らかにする。

（３）「無限定性」教室を、既存の耐震改修工事等に活用するという視点からの検討を行

なう。

１．３ 研究の方法

（１）「無限定性」教室の創出（図１）

１）教室モデルの創出

本研究の主な目的は、『小学校施設整備指針』の中で示されている「学生・子どもたち

が主体的に活動し、さらに多様な学習形態・学習内容や弾力的な集団による活動に柔軟に

対応できる」「無限定性」教室を創出することである。したがって、この「無限定性」教

室のモデルを図２に示す日本の伝統的な民家：「四間取り」の空間構造に求めた。

なお「四間取り」を活かす空間構造は、教育基本法に示す「公共の精神を尊び、伝統を

継承し、新しい文化の創造を目指す教育を推進する」に貢献できると考えた。

図１ 「無限定性」教室

２）「無限定性」教室の構造

図１に示す｢無限定性｣教室は、「全体」の１室が、直交２軸の可動間仕切りによって個

別の１室に分割できる空間構造を特徴のひとつにしている。

また、｢無限定性｣教室は、出入り口のある方の空間を｢口（くち）｣、その反対の方向を

｢奥｣とする｢口と奥｣の空間軸と、それと直交する形で「無限定性」教室の入り口に近い方

の空間を｢表｣、その反対の方向を｢裏｣とする｢表と裏｣の空間軸が存在している。
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図２ 四間取り

（２） 調査の方法

１）フイールド調査の実施

長崎大学教育学部の｢無限定性｣教室における「学習活動と空間」との対応関係について

のフイールド調査を平成20年度から平成22年度まで実施した。

また、比較研究の対象として長崎大学教育学部附属小学校や福岡市・博多小学校などを

選出し調査を実施した。

２）調査内容

① 予備調査

まず、「無限定性」教室などの平面図（縮尺１：100）や配置図（縮尺１：200）を調

査・採取した。

② 本調査

「学習活動と空間の対応関係」などが本調査の主な内容である。予備調査で採取し

た平面図の上に教師の「立ち位置」や学習活動領域などをプロットし、「活動と空間」

の法則性を検討した。なお，授業内容の重要な場面転換においては写真撮影を実施し、

記録・保存した。

また、活動と空間を媒介する家具の調査も実施した（縮尺１：50）。

家具配置の調査における分析データの一部を図３および図４に示す。

③ 補充調査

岩手県立岩泉小学校および長崎県立高田小学校における文献調査を実施した。また、

文献調査において不十分な点は、ヒアリングなどの補充調査を実施した。

３） 分析の方法

① 一致差異併用法の適用

｢無限定性｣教室における有効性の検証においては、「普通教室」との一致差異併用

法を適用した。

② 学習形態の分析には、（�）個別学習、（�）小集団学習、及び（�）一斉学習の３

つの視点で分析した。

③ 授業分析においては、「導入－展開－整理」を縦軸に、空間を横軸とする２元配置

法のシートを作成し・活用した。

④ 「生きる力」を育成する新学習指導は、「知識・技能の習得」と「思考力・判断力・

表現力等の育成」のバランスが重視されている。したがって、この２つの活動場所と
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空間との対応関係には特に注目し、分析を行なった。

４）調査結果

①「無限定性」教室における「全体」の１室は、教育実習の時に活用されていた。総合

学習の時には、「表・口」、「表・奥」の「表の空間」の２室が、部分集合の「１室」

として機能・活用されていた。部分空間・個別の１室である「裏・奥」の空間は、教

員の講座会議や学生の自主学習などに使われていた。

②「無限定性」教室は、可動間仕切りによる「表－裏」、「口－奥」の直交２軸で構成さ

れている。この「全体」と「部分」の関係およびそれによって生じる空間の性質が

『小学校施設整備指針』に示されている「児童の主体的な活動を支援する工夫」とし

て機能していることが明らかになった。

③「表と裏および奥」の空間秩序は、大学生の社会性の育成に貢献していることが明ら

かになった。さらに、これは、教育基本法に示す「公共の精神を尊び、伝統を継承し、

新しい文化の創造を目指す教育を推進する」の育成につながると考えられた。

図３ 総合学習：家具の配置

図４ 複式授業：家具の配置
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図５ ２空間１単位の教室

④岩泉小学校における「算数」の授業は、教室の前黒板の空きスペース、屋上、校庭な

どが活用されていた。

すなわち、児童の主体的学習活動には教室の前黒板の空きスペースだけに限らず、

展開されていることが明らかになった。

４．結論

４．１ 結論

① 「無限定性」教室における①全体の１室、②個別の１室、③部分集合の１室の３層構

造は、多様な学習内容・学習活動などの教育機能に柔軟に対応し・活用されていること

が明らかになった。

② 「無限定性」教室における「表と裏および奥」の空間特性に対応した学習活動を学生

が主体的に使い分け・活用していることが明らかになった。

また、直交２軸による可動間仕切りは、社会性の育成に機能していることが明らかに

なった。

③ 「無限定性」教室における｢動く｣家具は、主机・椅子に、脇机、および「ホワイトボー

ド」の３点セットが基準となり機能していることが明らかになった。

また、「動く」家具は、新しい学習形態やコミュニケーション活動を支援する機能が

あることが明らかになった。

④ 長方形の前黒板のある｢普通教室｣においては、「子どもたちの主体的な活動を支援し、

多様な学習形態・弾力的な集団による活動」には限界があることが明らかになった。

⑤ 「無限定性」教室は、既存の学校施設における耐震改修工事等において、創出可能な

教室モデルであることが明らかになった。すなわち、中廊下型の校舎においては、中廊

下の奥に直交２軸の空間構造の教室を創出できる。また、北側片廊下型の校舎において

は、間仕切り壁を可動間仕切りにすることで図５に示す「廊下付・続き間」の教室を創

出することができる。

４．２ 今後の課題

① 長崎大学教育学部における耐震改修工事が終了し、約５年が経過している。その間、

多様な「学習活動」が成立してきている。また、学生の自主的な空間管理や、定期的な

清掃などが現象している。したがって「無限定性」教室の継続調査を実施したい。

② 長崎大学は、昨年度アクティブラーニングの空間を創出した。特に、「柱のない正方

形の空間（A11番教室）」と「柱のある正方形の空間（A12番教室）」が注目される。

「正方形の空間」と「無限定性」教室の比較研究および「正方形の空間」の使われ方調
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査が、今後の課題である。
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